
 

 1 

N E W S 
R E L E A S E  

 

2011 年５月 10 日 

 

日立化成グループが Allied Nippon Limited(インド)と 
二輪車及び四輪車用摩擦材料の製造子会社を新たに設立 
  

日立化成工業株式会社(本社:東京、執行役社長:田中 一行、資本金:155 億円、以下、日立化成)及び

日本ブレーキ工業株式会社(本社:東京、取締役社長:内村 俊一郎、資本金:460 百万円、以下、日本ブ

レーキ)は、Allied Nippon Limited(本社:インドニューデリー、取締役会長:Ravi Talwar、資本金:63

百万インドルピー、以下、ＡＮＬ)との間で、インドに新たに二輪車及び四輪車用摩擦材料の製造子会

社として、Allied JB Friction Pvt.Ltd.(以下、ＡＪＦ)を設立しました。今後、約 15 億円を投じて工

場を建設し、インドにおける日系完成車メーカーを中心とした新車組み付け用摩擦材料(ＯＥＭ)市場の

需要を取り込み、同国での摩擦材料事業の拡大を目指します。 

 

  インド国内における自動車の生産台数は、2010 年に 303 万台(前年比 34%増)、とりわけ乗用車は 238

万台(同 31%増)に達し、この拡大傾向は今後も継続して 2015 年には全体で 480 万台に達すると予想さ

れており、二輪車においても同様に市場の拡大が見込まれています。インドにおいて日立化成グループ

は、日本ブレーキが二輪車及び四輪車用摩擦材料事業の拡大を目的に、1989 年 12 月、Allied Motors 

Limited(以下、ＡＭＬ)との間で、日本ブレーキが 20%を出資し、合弁会社としてＡＮＬを設立しまし

た。そして、非アスベスト系二輪車用ブレーキライニングを中心に摩擦材料事業を開始し、その後四輪

車用も拡充し、日系メーカーを中心にＯＥＭ市場の拡大を背景として売上を伸ばしてきました。 

 

しかし、現地の日系完成車メーカーからは、日立化成グループに対し現地生産拡大の要請が強く寄せ

られていること、ＡＮＬのＯＥＭ市場向け摩擦材料の生産能力が不足しているものの、株式の過半数を

保有していないという合弁会社の制約から、設備投資等、事業運営上で機動的に運営出来ないこと等の

課題がありました。そのため、今般、ＡＭＬとの合弁契約を解消し、新たにＡＮＬと、ＯＥＭ市場に特

化した高品質の非アスベスト系摩擦材料を製造するＡＪＦを設立すると共に、ＡＮＬからＯＥＭ関連事

業を譲り受けることに合意しました。 

 

日立化成グループの自動車部品関連事業は、摩擦材料の他、内・外装成形品、粉末冶金製品、バッテ 

リー等幅広い製品を擁し、ワールドワイドでの事業展開を行なっています。摩擦材料は、日本をはじめ、

中国、タイ、メキシコでの生産・供給体制を整えています。今回のインドでのＡＪＦ設立により、今後

は日立化成グループ主導で、インドにおける日系完成車メーカーを中心としたＯＥＭ市場の需要の取り

込みを図り、同国での摩擦材料事業の拡大に努め、2015 年度に売上高 40 億円を目指します。 

 

以 上  

 

 

 

 
 (報道関係お問い合わせ) 日立化成工業株式会社 コーポレートコミュニケーションセンタ  

広報担当 長谷川、磯田、久岡  TEL 03-5381-2371 
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＝ ご参考 ＝ 

 

＜Allied JB Friction Pvt.Ltd.の概要＞ 

社        名：Allied JB Friction Pvt.Ltd. 

所   在   地：インド ラジャスタン州 ニムラナ工業団地内 

代   表   者：取締役社長  工藤 茂  取締役会長 Ravi Talwar 

事 業  内 容：二輪車及び四輪車用摩擦材料の製造及び販売 

資   本   金：794 百万インドルピー(約 15 億円) 

設        立：2011 年４月 28 日 

株        主：日立化成グループ(日立化成及び日本ブレーキ) 51%、ＡＮＬ 49% 

従   業   員：約 260 名(本格稼動時) 

投   資   額：約 15 億円 

本 格  稼 動：2012 年 12 月(予定)                       

 

 

 

 

 


